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4.1 実績証明書の申請（複数人をまとめて発行する）
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① ききんのCPDホームページにある
「会社登録・ログイン」をクリックします。

①



4.1 実績証明書の申請（複数人をまとめて発行する）
2

②
③

② 「社内機能ID」と「パスワード（会社用）」を入力します。

③ 「ログイン」をクリックします。



4.1 実績証明書の申請（複数人をまとめて発行する）
3

④

④ 共通メニューの「実績証明書の申請」をクリックします。



4.1 実績証明書の申請（複数人をまとめて発行する）

⑤

⑥
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⑤ 実績証明書をまとめて記載したい参加者のチェック
ボックスにチェックを入れます。

⑥ 実績証明書の証明期間を設定します。
※証明期間は実績証明書の提出先にご確認ください。

⑦

⑦ 「CSV作成」をクリックし、取得単位数を確認します。

※取得単位数の確認については、取得単位数の確認マニュアルを参照
してください。

⑧ 取得単位数の確認後、「確認する」をクリックします。
⑧

発行申請前に取得単位数を確認しておきましょう！



4.1 実績証明書の申請（複数人をまとめて発行する） 5

⑨ ⑩ ⑪ ⑫

⑬

⑭

⑮

⑬ 実績証明書の送付先メールアドレスを確認します。

⑨ 「6-a」・「6-b」いずれかの様式を確認します。

⑩ 実績証明書の提出先を入力します。

⑪ 証明を必要とする期間を入力します。

⑫ 提出先に合わせて、単位の証明範囲に該当する
チェックボックスにチェックを入れます。

⑭ 実績証明書に資格名と資格番号を記載する場合、
「選択して下さい」から該当する資格名を選びます。

⑮ 「確認する」をクリックします。

P.１４をご参照ください！

P.１５をご参照ください！

P.１６をご参照ください！



4.1 実績証明書の申請（複数人をまとめて発行する）

⑯
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⑯入力した内容を確認後「申請する」をクリックします。

★ 申請完了後、事務局より以下メールが送信されます。

件名：「【建築・設備施工管理ＣＰＤ制度】
実績証明書発行申請受付完了のお知らせ」

★ 申請日から３営業日以内に以下件名のメールに、
実績証明書（PDF形式）を添付し、お送りいたします。

件名：「【建築・設備施工管理ＣＰＤ制度】
実績証明書発行申請承認のお知らせ」

※入力間違いがあった場合、「戻る」をクリックして申請内容を修正してください。
※入力内容を誤ったまま申請した場合に、キャンセルできる場合がございますので、発行申請キャンセルページをご確認ください。



4.2 実績証明書の申請（社員一人だけを発行する）
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① ききんのCPDホームページにある
「会社登録・ログイン」をクリックします。

①



4.2 実績証明書の申請（社員一人だけを発行する）
8

②
③

② 「社内機能ID」と「パスワード（会社用）」を入力します。

③ 「ログイン」をクリックします。



4.2 実績証明書の申請（社員一人だけを発行する）
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④

④ 共通メニューの「実績証明書の申請」をクリックします。



4.2 実績証明書の申請（社員一人だけを発行する）

⑤

⑥
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⑤ 実績証明書を発行する対象者一人だけにチェックを
入れます。

⑥ 実績証明書の証明期間を設定します。
※証明期間は実績証明書の提出先にご確認ください。

⑦

⑦ 「CSV作成」をクリックし、取得単位数を確認します。

※取得単位数の確認については、取得単位数の確認マニュアルを参照
してください。

⑧ 取得単位数の確認後、「確認する」をクリックします。
⑧

発行申請前に取得単位数を確認しておきましょう！



4.2 実績証明書の申請（社員一人だけを発行する） 11

⑨ ⑩ ⑪ ⑫

⑬

⑭

⑮

⑬ 実績証明書の送付先メールアドレスを確認します。

⑨ 「6-a」・「6-b」いずれかの様式を確認します。

⑩ 実績証明書の提出先を入力します。

⑪ 証明を必要とする期間を入力します。

⑫ 提出先に合わせて、単位の証明範囲に該当する
チェックボックスにチェックを入れます。

⑭ 実績証明書に資格名と資格番号を記載する場合、
「選択して下さい」から該当する資格名を選びます。

⑮ 「確認する」をクリックします。

P.１４をご参照ください！

P.１５をご参照ください！

P.１６をご参照ください！



4.2 実績証明書の申請（社員一人だけを発行する）

⑯
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⑯入力した内容を確認後「申請する」をクリックします。

★ 申請完了後、事務局より以下メールが送信されます。

件名：「【建築・設備施工管理ＣＰＤ制度】
実績証明書発行申請受付完了のお知らせ」

★ 申請日から３営業日以内に以下件名のメールに、
実績証明書（PDF形式）を添付し、お送りいたします。

件名：「【建築・設備施工管理ＣＰＤ制度】
実績証明書発行申請承認のお知らせ」

※入力間違いがあった場合、「戻る」をクリックして申請内容を修正してください。
※入力内容を誤ったまま申請した場合に、キャンセルできる場合がございますので、発行申請キャンセルページをご確認ください。



4.3 実績証明書の様式や記載内容の詳細
13

実績証明書の詳細項目については、必ず提出先の指定に合わせてください。
実績証明書の詳細をご確認のうえ、発行申請前に詳細を提出先にご確認ください。

様式

証明を必要とする期間

単位の証明範囲の指定

様式の詳細はP.１４をご参照ください。

証明期間についてはP.１５をご参照ください。

単位の証明範囲はP.１６をご参照ください。

実績証明書詳細 内容詳細ページ



4.3 様式について
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様式6-a

証明書を申請する際に設定した「証明期間」内で、
取得した単位数の合計のみが記載されます。

様式6-b

証明書を申請する際に設定した「証明期間」内で、取得した
単位数の合計のほか、受講履歴の明細も発行されます。

CPD実績証明書（6a） CPD実績証明書（6b）

受講履歴一覧（明細表）



4.3 証明期間について
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証明期間

CPD実績の証明が必要な期間を自由に設定できます。

※証明期間は１年単位に限らず、１か月単位でも設定すること
ができます。



4.3 単位の証明範囲について
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全ての単位

実績証明書の「証明期間」内に該当する全てのCPD
単位を証明します。

※企業内研修で登録したCPD単位は、証明期間１年間につき
上限１０単位までの証明となります。

範囲１

実績証明書の「証明期間」内に以下CPD単位が含ま
れる場合、該当部分を除外して証明します。

・監理技術者講習の重みづけ部分
・監理技術者講習の試験加点単位
・工事表彰の受賞によるCPD単位

※企業内研修で登録したCPD単位は、証明期間１年間につき
上限１０単位までの証明となります。

範囲２

実績証明書の「証明期間」内に企業内研修で取得した
CPD単位がある場合、その単位を除外して証明します。



4.4 実績証明書申請手順の具体例
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〇〇県

4.4 実績証明書申請手順の具体例

① ② ③

④

⑤
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① 様式6-a「都道府県、市等」に提出先を入力します。

② 証明を必要とする期間を設定します。

③ 単位の証明範囲にチェックを入れます。

④ 「選択してください」をクリックし、CPD制度に登録
している資格名をクリックします。

⑤ 「確認する」をクリックします。



4.4 実績証明書申請手順の具体例

⑥
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⑥ 入力した内容に間違いがないか確認後、
「申請する」をクリックします。

以上で発行申請は完了です。



4.5 実績証明書の発行申請をキャンセル
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①

① 共通メニューの「実績証明書の申請」をクリックします。



4.5 実績証明書の発行申請をキャンセル

②
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② 申請状況履歴の「申請年月日」をクリックします。

※キャンセルは「処理状態」が『申請中』の場合のみ可能です。



4.5 実績証明書の発行申請をキャンセル 22

④ 「OK」をクリックすると申請がキャンセルされます。

③ 「キャンセル」をクリックします。

※注意

既に実績証明書が発行されていた場合、キャンセルはできません。
再度正しい内容で発行申請を行ってください。

③

④



4.6 実績証明書発行手数料について
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実績証明書発行手数料 ： ５００円/１通
請求時期 ： 翌年4月上旬（後払い）
請求対象期間 ： 4月から翌年3月の間に発行された件数をまとめて翌年4月上旬に請求

※令和6年度は請求時期変更に伴い（2024年2月～2025年3月）のご請求となります

請求書送付方法 ： メール添付（PDF形式）

① 実績証明書の発行申請

② 実績証明書の発行

③ 請求書の送付（4月上旬頃）

④ 実績証明書発行手数料のお振込み

貴社 CPD事務局



4.7 建築CPD運営会議が発行する実績証明書が欲しい
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(公財)建築技術教育普及センター(建築CPD運営会議)の実績証明書を発行したい場合
は、以下のURLの手順に従って申請をしてください。

http://www.jaeic.or.jp/navi_cpd/kcpd/cpd_certificate.html

※建築CPD実績証明書は、建築・設備施工管理CPD制度に登録している方で、
以下資格を登録している有資格者が発行申請できます。
●建築士
●建築設備士
●建築施工管理技士・技士補
●電気工事施工管理技士・技士補
●管工事施工管理技士・技士補

※本CPD制度独自のCPD単位（認定教材・監理技術者講習の重み付け等）は、
証明されません。
詳細はガイドラインをご確認ください。

※発行申請方法に係るご不明点は、建築技術教育普及センターへお問い合わせください。



4.8 実績証明書に関するよくある質問
25


